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韓国は、強固な中央集権的な官僚体制の伝統と文化の土壌の上に、さらに一九六一年の軍事クーデターから九一
三三二
年の地方議会再構成までの、三〇年にわたる《地方自治の空白の時代》を経験した国である。故に、地方自治復活以降の韓国政府は地方自治の「制度的整備」と「実質的な定着」という二重の課題を背負っている。こうした背景から、韓国 歴代政府は、地方分権化を国政の重要課題の一つとして設定し、国から地方への権限移譲、地方税財源の充実強化などの具体的な制度改革に取り組んでき 。にもかかわらず、分権改革が動き出し始め から二〇年に及ぶ歳月が流れた今も、国全体の行政機能及び事務 七割以上
（１）
を中央に集中させており、地方分権は地方自治の
基本理念を具現するには程遠いという評価が一般的である（沈
　
二〇〇九
；クム・チェ
　
二〇一一
；尹
　
二〇一
三） 。
ところが、集権・分権に関しては、必ずしも操作的かつ合意のある指標が存在するということではない（姜瑩期
ほか
 二〇〇六
；金井
　
二〇一四） 。そのため、地方分権の水準を計量的に測定しようという試みは、現実とは程遠
い結果を生む誤謬を常 犯す可能性がある。しかも、 分権はさまざまな要因が複合して起きるもので、その目指すところや政策的帰結は、各国 地方自治の歴史と伝統、文化、政治体制、統治構造、中央地方間の政治的状況、分権を必要とする社会・経済的事情などを背景に各々異なっている。それゆえ、分権改革は他の国との比較が容易ではない研究論題の一つである
これらの点を踏まえ、本稿では、あくまで韓国における分権改革に焦点を当てて、時系列比較という視点から、
歴代政府の分権改革を比較分析するとともに 歴代政府による分権改革のかたちを枠づける要因は何かを検討する。その際に、金大中政 （一九九八
－二〇〇三） 、蘆武鉉政権（二〇〇三
－二〇〇八） 、李明博政権（二〇〇八
－二〇
一三） 三つの政権の地方分権政策を研究の対象とする。それは、八七 民主化宣言以降に誕生した盧泰愚政権（一九八八
－一九九三）と金泳三政権（一九九三
－一九九八）においては地方分権のための特別な施策も政治的支
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持もなかったためである。また、現朴槿惠政権（二〇一三
－現在）の分権関連施策は現在推進又は執行中であるも
のが多いため、実際の成果がどのようなものであるかを確かめることは困難である。したがって、朴槿惠政権の分権改革も本稿では扱わない。
以下では、まず、法制度上の中央・地方関係を検討する。その際、政治家のキャリアパスや中央・地方間の党派
性など政治的経路にかかわる問題は本稿では扱わず、あくまで行政活動に用いられる権限（事務） 、ヒト（組織及び人事） 、カネ（金銭）という資源に注目し、中央政府と地方政府のそれぞれがこれら資源をどの程度抱えているか、かつその利用がど ように行 れているのか という現状を考察す 。その後、韓国の歴代政府による分権改革の取組みを振り返り、推進背景 方向 そして地方分権改革を推進する体制と 内容、及び推進成果と課題を比較検討する。ただ、金大中政権以降は地方分権政策 数や内容が多くなるため、主に分権改革の核心課題 った中央行政権限の地方移譲 自 警察、教育自治 国家特別地方行政機関の整備を中心に分析を行う。二
　
韓国における中央・地方関係の現状
　（１）地方行政体制の概要韓国の地方自治団体の階層構造は、特別自治
市
）（
（
と特別自治
道
）（
（
を除き、特別市・広域市・道の広域自治体と市・
郡・自治区の基礎自治体の二層構造を基本としながら 市は道の管轄区域内に、郡は広域市または道 管轄区域内に、自治区は特別市または広域市の管轄区域内にそれぞれ置かれる（地方自治法第三条 二） 。そして法制度上、基礎自治体は、地域住民の日常生活と密接に関わる事務を処理する主体である一方、広域自治体は 基礎自治体に
三三四
広域市に改編する案などである（金
　
二〇一三） 。こうした政界を中心に行われている自治体統廃合論に対しては、
「中央による自治体統制に繋がる恐れがある」 （崔
　
二〇一〇
：二二）という懸念の声もある。
図表 1　各国の基礎自治体の規模
国家 基礎自治体
数 平均人口（千人） 平均面積（㎢）
韓国 228 219,298 428
日本 1,772 67,313 210
アメリカ 39,006 6,623 240
イギリス 433 128,061 560
フランス 36,763 1,743 15
ドイツ 14,805 5,452 24
出典：アンソンホ（2011）、８頁より作成。
関する連絡調整や、事務の規模や性質から基礎自治体では処理することが適当ではないもの 広域にわたるものなどを処理する地方自治団体である（地方自治法第九～一〇条） 。すなわち、広域 ある市・道と基礎自治体である市・郡・区は、法制度上の上下関係でも従属関係でもない対等な関係に置かれ 両者 互いに連携し 協力し合うことが求められる。
韓国の基礎自治体の数は、図表
1が示すように、二〇一一年一月現
在、二二八で、その平均人口は二一万九〇〇〇人に上っており、平均面積は四 八㎢ ある。 からみ と、韓国 基礎自治体の規模は、先進諸国のどの国よりも大き 日本との比較でも、その規模がいかに大きいかが分かる。
ところが、近年の韓国では、自治階層の単層化と行政区域の広域化
が目指され、地方行政体制に関す 様々な改編案が政府や与野党から打ち出されている。例えば、道を廃止し 現在の二層制の自治階層を単層制にするとともに、市・郡を統合して基礎自治体を七〇あまりの
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　（２）中央
－地方関係の現状
中央・地方関係をとられるときに最もよく用いられる概念が、 「集権」と「分権」である。以下、曽我（二〇一三）の説明に従うと、集権とは、地方政府の権限や財源が少なく、また中央政府による統制
がかけられているために、地方政府が自律的に意思決定を行えない状態を指し、これに対して分権とは、逆に地方政府 区域住民の意思に従って、自らの意思を決定すること 意味する。
しかしこうした集権・分権の概念では、例えば地方の裁量が大きいが量的には地方の活動 小さい場合と、その
逆の状態とを明確に区別すること
が
できない。そこで、地方政府が抱える資源の大小をとらえる概念として「集
中・分散」という用語が、一方中央政府の関与を受けながら意思決定を行っているのかをとらえる概念として「離・融合」という用語 用い る。すなわち 中央 に多くの資源が分配されてい 場合は集中的な状態であり、逆に地方政府に多くの資源 分配されている場合は分散的である。つまり「集中・分散」とは、地方政府の活動量と比例する。一方、分離とは、地方政府が活動資源を自前で調達し、利用 指しており、融合とは中央政府の権限を地方に委任するこ や 中央 集めた財源を地方政府に補助金として移転することを意味する。つまり、 「分離・融合」とは、地方政府の自律性とほぼ比例している。これらの概念との関係から、
「集権・分権」
は、地方政府の自律性という質的な側面 活動範囲という量的な側面の双 をとらえようとしている概念であ（曽我
　
二〇一三
：二二六―八） 。
また曽我（二〇一三）は、中央・地方関係をとらえるもう一つの視点に「分立・統合」の概念を提起する。分立
的な中央・地方関係とは 政策領域ごとに別個の 行政組織や財源、人材の経路が存在しているこ を指す。例えば、分立性の高い 教育委員会 設置や、各省庁が設けている個別政策領域ごとの補助金、同じ政策共同体内部
三三六
での人事交流（技官の派遣など）がその例である。一方、統合的な中央・地方関係とは、政策領域横断的な組織などが設けられている場合を意味する。例えば、あらゆる政策領域を県や市といった一般地方政府が所管することや、地方交付税 ように使途を限定され い一般補助金も、統合型の特徴となる（曽我
　
二〇一三
：二三〇） 。
以下では、以上の集権・分権と分立・統合という視点から、韓国の中央・地方関係の現状を検討する。具体的に
は、中央と地方を結びつける、 「事務（権限） 」 、 「組織及び人事（ヒト） 」 、 「財政（カネ） 」の三つの資源に注目し、法制度という枠組みの中で、中央政府と地方政府のそれぞれが 三つの資源をどの程度抱えて るか、かつその利用がどのように行われている かを検討する。
ア
　
事務（権限）
韓国における地方自治団体の事務 地方自治団体の固有事務である「自治事務
）（
（
」と、法令などによって国家ま
たは上級地方自治団体から委任される「団体委任事
務
）（
（
」 、そして法令などによって国から地方自治団体の長にその
処理を委任する「機関委任事務
）（
（
」に分類される。特に、機関委任事務の処理においては、法的にはあくまで委任し
た「国の事務」であるため、地方自治団体の長は中央政府 ら包括的な指揮・監督を受ける場合が多く、その際に地方自治団体の長は国の地方行政機関としての地位に置かれること な （自治法第一六七条） 。しかも、法制度上の自治事務と委任事務とを区分するため 客観的な判断基準や、法的に明確 根拠もないために、国と自治体との間で行政責任の所在 めぐってしばしば争いが生ずる。
国・地方間の事務配分の状況（図表
2）をみると、二〇〇九年六月三〇日現在、法令上の総事務四万二〇一六件
のうち、八割（三万三八六四件）が直接又は出先機関などを設置して行う国の事務であり、残りの二割（八四五二
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件）が地方自治団体の事務である。これを現処理権者を基準にその割合を見ると、約七割が国の直接処理事務であり、約三割の事務が地方自治団体によって処理されている。このように、韓国では、法制度上、国の事務 が高く、一方で地方自治団体の活動量が非常に少ないが特徴である（集中） 。
また、韓国の地方自治法は、 「第
９
章
　
国家
の指導・監督」の中で、指導・監督などに関する様々な規定を設けてい 。例えば、地方自治法第一六六条は、地方自治団体の事務に対する中央行政機関 長又は市・道知事の助言、勧告、指導、資料の提出を認めており、市・郡・区に対しては事務処理に必要 財政及び技術が国又は市・道から提供され 。
地方自治団体の事務に関する当該地方自治団
体長の違法・不当な命令又は処分に対する主務大臣又は市・道知事による是正・取消し・停止
図表 ２　国家と地方間の事務区分現況
出所：『第２期地方分権促進委員会・地方分権百書』より作成
注：現処理権者を基準に分類する時、国家と地方事務の比重
　　（2002 年）　　72.7％：27.3％　⇒　（2009 年）71.7％：28.3％
元
処理権者
国家
33,864
（80％）
地方
8,452
（20％）
現
処理権者
地方
11,991
（28.3％）
国家　30,325（71.7％）
1,063（2.5％）機関委任事務
国家直接処理事務
団体委任事務
共同事務（国家＋地方）
自治事務 8,452（20％）
152（0.3％）
2,324（5.5％）
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一方、地方議会の議決が法令に違反したり、又は公益を著しく損なうと判断された
時は、市・道に対しては主務大臣に、市・郡・区に対しては市・道知事に再議請求権が付与されており、再議決された事項が法令に違反すると判断されたにもかかわらず、当該地方自治団体の長が訴訟を起こさない場合、当該地方自治団体長に提訴を指示する、又は直接提訴及び執行停止の 定を申請することができる（自治法第一七二条） 。
他に、地方自治団体間の紛争調整に対しては、二〇〇八年二月の地方自治法の改正
により、紛争が公益を著しく損ない 迅速な調整が必要であると判断される時は、当該自治体の申請なしに調整（職権調整制度）を行えることが可能 なった（ 法第一四八条） 。このように、地方自治団体は国家による権力的・非権力的関与の下 置かれている（融合） 。
イ
　
組織及び人事（ヒト）
韓国においては、図表
3が示しているように、地方公務員（三六・一％）に比して
国家公務員の割合（六三・九％ が高い。これ は、以下のような事情がある。韓国の場合、警察行政が自治体ではなく、国家に って直接管轄されている。ただ、二〇
（自治法第一六九条）や、地方自治団体長に対する
書面による
職務履行命令及び行政代執行（自治法第一七〇条）
が認められている。なお、主務大臣、行政自治部長官又は市・道知事は、自治事務について報告を受けて、会計を監査することができ （自治法第一七一条） 。
図表 ３　韓国の中央・地方公務員の数とその割合　（２011 年現在）
全体公務員 国家公務員
地方公務員
小計 一般 教育
957,721 611,968 345,753 283,153 62,600
100％ 63.9％ 36.1％ 29.6％ 6.5％
出所：行政安全部『2012　行政安全統計年報』、69 頁より作成
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〇六年七月一日、済州特別自治道に限り国家警察と自治警察が共に活動をしている。ちなみに、自治警察は交通関連業務
や、住民生活安全に関わる業務（子どもや高齢者の見守り、学校暴力防止など）
、そして旅客の安全管理等
の地域警備業務を主に担っている（金
　
二〇一四
：三九六） 。
また、憲法の保障する教育自治
）（
（
に関しても、地方教育自治に関する法律第二条は「地方自治団体の教育・学術に
関する事務は特別市・広域市及び道の事務とする」と規定しているが、公立学校教員の身分はあくまでも国家公務員である。そして教育に関する議決機関であ 教育委員会と執行機関である教育監 （特別・広域）市・道に設けられているが、一般 方行政とは分離されている。ちなみに、二〇〇六年一二月、 「地方 育自治に関する法律」が全面改正され、教育監及び教育委員 住民が直接選挙で選出する制度的基盤が確立されると 、教育委員会は、議会の常任委 会として位置づけられて、市・道議会議員と （＝教育経歴又は教育行政経歴一〇年以上を有する者）で構成され ことになった。そして教育委員 半数以上は、住民の直接選挙で選出される 育委員で構成することとされた。
さらに、国の地方行政機関としての性格を有する特別地方行政機関は、二〇一一年一二月末現在、二一の中央行
政機関において五一四五の機関が設置されており、その職 数は二〇万八〇〇〇人と 全国家公務員六一万一〇〇〇人の約三四％、全地方公務員二八万一〇〇〇人（一般） 約七四％に相当する。
一方、韓国では、地方自治団体の組織及び人事権の拡大という観点から、地方自治団体の機構設置及び定員管理
において、二〇〇七年から「標準定員制」に代わって「総額人件費制
）（
（
」を導入している。これは、法令上の機構設
置及び定員承認権など中央政府によ 統制を廃止し、行政自治部が算定通報した「総額人件費基準額」に沿って自治体が行政機構及び定員を自律的に管理する 度で、地方政府の自律性拡大 責任性確保を目的としている。その
三四〇
ため、
地方議会による統制拡大、組織評価・診断制度の導入、インセンティヴの付与などを主な内容としている
（金
　
二〇〇七） 。しかし、総額人件費の算定権限が中央政府にあるため、地方政府は依然として中央政府からの統
制下に置かれており、人事及び予算の分権化にはつながらず、むしろ人員増加に伴う人件費の拡大をもたらしているという指摘がある（イミンホのほか
　
二〇一〇
：一一四） 。
また二〇〇五年三月には、自治区ではない一般区、邑・面・洞の名称及び区域変更に関する行政自治部長官及び
市・道知事の承認事務を廃止し、その変更結果を市・道知事に報告することと 、市・郡・区の行政機構設置時の市・道知事による 制事務も廃止している。し し、地方自治法一一二条第三項を見ると、地方自治団体は必要な行政機構の設置（局・室・課など）及び地方公務員を置くに当たっては、 「大統領令が定める範囲内において当該地方自治団体 条例で定める」とし、 「行政自治部長官は地方自治団体の行政機構及び地方公務 の定員が適正に運営されるように行政機構 設置と地方公務員の定員管理に かわって必要な事項を勧告することができる」 、と定めている。
さらに、市・道の副団体長と特別自治市及び特別自治道の副団体長 、政務職または一般職の国家公務員が充て
られており、その職級は大統領令で定めるとしている。ただ 副団体 を二又は三人を置く場合、そのうち一人は、大統領令で るところに り政務職・一般職又は別定職の地方公務員が充てられる。そして政務職又は別定職に充てる際の資格基準は、当該地方自治団体の条例で定め 、としている（地方自治法第一一〇条第三項 ） 。
一方、地方自治法一一三～一一六条は、大統領令で定める範囲内で地方自治団体の条例に基づき設置されるも
として、地方自治団体 所属機関であ 直属機関
）（
（
、事業所、出張所、合議制行政機関、諮問機関の五種類を規定し
ており、一五九条 地方自治団体の組合を設置するときは上級自治団体の長の承認または行政自治部長官の承認を
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図表 ４　国税と地方税の税目
国税（
14個）
内国税
直接税 所得税、法人税、相続税及び贈与税、証券取引税
間接税 付加価値税、個別消費税、酒税、印紙税
目的税
関税、教育税、農漁村特別税、交通・エネルギー・環境税、
総合不動産税
関税
関税臨時収入
付加税
地方税（
11個）
特別・広域市税
普通税
取得税、レジャー税、タバコ消費税、地方消費税、住民税、
地方所得税、自動車税、登録免許税
目的税 地域資源施設税、地方教育税
道税
普通税 取得税、登録免許税、地方消費税、レジャー税
目的税 地域資源施設税、地方教育税
区税 普通税 登録免許税、財産税
市・道税 普通税 自動車税、財産税、住民税、地方所得税、タバコ消費税
図表 ５　地方税の性質別割合
消費課税 資産課税 その他
タバコ消費税、レジャー
税、自動車税
取得税、財産税、地域資
源施設税、登録免許税
地方消費税、地方教育税、
過年度収入
19.0 49.0 14.0
図表 ６　中央政府の財政支出現況（２01２ 年現在）
中央全体予算
246 兆
中央政府支出（59.3％）
146 兆
地方移転　100 兆（40.7％）
・国庫補助金　32 兆
・交付税　29 兆
・教育財政補助金　37 兆
・その他　1 兆
出所：『第２期地方分権促進委員会・地方分権百書』、22 頁より再構成
三四二
要すると定めている。このように、 「大統領令で定める範囲内」や「行政自治部長官の承認」など、
地方政府の自
治組織権を制約する条件が付けられている。
ウ
　
財政（カネ）
一九八八年の地方自治法全面改正以降、地方税制度の主な変化をみると、まず一九八九年にたばこ消費税が導入
され、地方税制が大きく拡充される契機となった。以降、大きな変化なく、比較的安定を維持してきたが、二〇〇〇年代に入ると、国税であった教育税が地方教育税
）10
（
に転換し、二〇〇一年には地方財政の拡充のために競走・馬券
税がレジャー税に名称変更された。そして二〇〇五年には、総合土地税を財産税と統廃合し、総合不動産税（国税）を新設した。二〇〇九年には、地方政府の自主財源の拡大と地域間の財政格差を緩和するため、地方所得税と地方消費
）11
（
が新設された。さらに、二〇一〇年には地方税法を全面改正し、図表
4のとおり、既存の一六税目（普
通税一一、目的税五）を一一税目（普通税九、目的税二）に縮小し、政府の定める法定基本税率を弾力 に運用するための弾力 率 導入
国税と地方税収の税目を比較してみると、国税は所得課税が中心となっているのに対して、地方税は税収の弾力
性の低い資産課 が中心となっている 例えば 二〇一二年六月現在、 税 性質別割合（図表
5）を見ると、
地方税収全体に占 る資産課税の比重が四九％と最も高いことが分かる。このことは 地方税の税収構造が非常に硬直的であることを意味する。このことから、近年、韓国政府 所得税を新設し、所得課 比重の拡大を図っている。
また、韓国の地方財政調整制度の場合も、近年、比較的多くの改革がなされた。例えば、一九九一年に地方譲与
三四三
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税
）12
（
と地域開発税が新設されたが、地方譲与税は二〇〇五年に地域均衡
発展特別会計の導入により廃止された。と同時に、国庫補助金に対する大々的な整備が行われ、地方に移譲された事業に対する財源移転の方式として分権交付税
）13
（
が導入された。
韓国の場合、日本 同様に、財政調整の根幹は地方交付税制度によ
って担われている。その推移（参考
5）をみると、一九八三年以降、
一三・二七％を維持 きた地方交付税の法定交付率は、二〇〇〇年の一五・〇％から、二〇〇四年には一八・三〇％、二〇〇五年には一九・一三％、そして二〇〇六年以降は一九・二四％ 拡大された。例えば、図表
6をみると、二〇一二年現在、中央政府の全体予算二四六
兆ウォンのうち、 〇 兆ウォン（四 ・七％）が国庫補助金や税等、各種財源調整過程を経 地方自治団体に移転されていることが分かる。
このように韓国の地方財政構造は、全体的に地方交付税や国庫補助
金など、移転財源の比率を上げるかたちで形成されており、地方自治団体は国からの大規模な財源移転
）14
（
（約四割）に大きく依存しているの
が現状である（沈
　
二〇〇九
：四） 。
他に、二〇〇五年には予算決定及び執行上の自主権を確保すること
図表 ７　地方公共団体の歳入状況　（２010 年度会計予算）
特別市・広域市 道 市 郡
地方税 60.4％ 32.1％ 24.9％ 7.9％
税外収入 12.8％ 7.6％ 16.9％ 12.2％
地方交付税 9.9％ 15.7％ 25.9％ 46.6％
調整交付金及
び財政補填金
― ― 6.2％ 1.9％
補助金 14.9％ 42.9％ 24.6％ 31.1％
地方債 2.0％ 1.7％ 1.5％ 0.4％
出所：尹誠国（2012）、141 頁より再構成
三四四
を目的として、予算編成指針が廃止されており、二〇〇六年には、地方債の発行時の中央政府の承認要件が廃止され、地方債総額限度制が導入された。
地方自治団体の財源は、地方税、税外収入（使用料、手数料、売却財産、賃貸収入など） 、地方交付税、交付金、
補填金、補助金、地方債からなっている（図表
7） 。その構成比を比較してみると、二〇一〇年度現在、ソウル特
別市及び広域市では六〇・四％と比較的に高い 、道や市・郡ではそれぞれ三二・一％、二四・九％、七・九％に過ぎない。すなわち 都市部の地方自治団体ほど自主財源の割合が高く、規模が小さい地方自治団体ほど補助金などの依存財源の割合が高い。
以上の考察から、韓国における中央・地方関係 まず、事務及び機能（権限）の面では、行政機能及び事務の
七割以上が中央政府に集中されており 政府、特に基礎自治体である市・郡 区は、個別法に見られる様々な指導・監督の規定のため、おのずとその行為能力に制限が多く、委任事務はもちろん固有事務においてさえ、国又は市・道とは垂直的な統制関係に置か る場合が少なくない（融合） 。
また、組織及び人事面においては とりわけ教育や警察に関わる組織資源が中央政府に集中しており、そういう
面では中央政府の行政組織は地方 とは分立されている 一方、総額人件費の算定や行政機構の設置、地方公務員の定員管理などにおいて中央政府 集権性を受け入 ることが多い。もちろん 警察をはじめ軍事・外交・司法以外の高度な自治権が付与されている済州道地域におい は、統合・分離型の行政組織が形成されつつあると言えよう。
財政面においては、全般的に国税中心の税制構造を形成し、中央・地方間の財政が厳しい不均衡状態にあり、地
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方政府は国庫補助金など中央政府の財政的な支援に大きく依存している（集中） 。特に、地方教育財政は、一般財政から分離・独立した特別会計となっている。その七割程度が中央政府からの移転支出で占められており、地方般財 の財政支援もほとん ない。そ ため、一般行政と教育行政との連携が取りにくいという課題を抱えている。ちなみに、市 道教育費 の中身をみ と、国庫支援金と地方教育財政交付金が総額の八〇％以上を占めており、市・道教育庁の自体収入のほかに、地方自治団体からの転入金（市・道税総額転入金＝ 別市税の一〇％、広域市税・京畿 税の五％、道税の三・六％） 、地方教育税転入金、タバコ消費税転入金（特別市及び広域市四五 ） 、その他（学校用地負担金、図書館運営費 ど）で構成される。三
　
韓国の歴代政府における分権改革の動態
韓国において地方分権の要求は、地方自治の復活以降、一部において散発的に行われた。しかし、九〇年代のそ
れは行政業務遂行の合目的性や 効率性の考慮といった専ら中央行政機関の必要性に基づくもので、地方議会の条例制定権の縮小、職務履行制度、職権調整制度 地方財政診断制度などの導入は地方分権の基本理念や趣旨とは程遠いものであった。もちろん、金大中政 による中央行政権限の地方移譲など積極的な分権化 動き 見受けられるが、一九九七年 金融危機を契機に、むしろ「政界・官界・ 界 反分権化成長同盟」 （金
　
二〇〇五
：二四〇）
が強化されることにな
　
ところが、二〇〇〇年代に入ると、グロバール化や情報化 市民社会 成長とともに、中央集権的体制が招いた
首都圏への人口や諸機能 集中、地域間の不均衡発展といった様々な弊害を見直す要求が学界をはじめ自治体関係
三四六
者、市民団体など社会の多方面から出されるようになり、その内実を整えていくための手段として地方分権化が求めら た。
そこで本節では、民主化以降の歴代政府の地方分権改革の推進背景及び
方向、そして推進内容と成果、及び推進上の課題について検討する。　（１）盧泰愚政権（軍事政府：一九八八年
－一九九三年） ・金泳三政権
（文民政府：一九九三年
－一九九八年）
「八七年民主化（六・二九宣言） 」と共に、住民の公選にもとづく代表による地方政府の運営を契機に、地方自治に関する認識が拡大していく中、政治社会の多方面から中央行政権限の地方移譲をめぐって議論が繰り広れた（チェ・チェ
　
二〇一二
：二） 。ほぼ同時期に、総務処所管（
現行政
自治
部
）15
（
）の「地方移譲合同審議会」
が政府組織管理指針（国務総理訓令）
に基づき設置され、中央行 権限の地方移譲の具体化に向けた基礎調査が行われた。同審議会は 図表
8が示しているように、一九九一年から一九
九八年までの八年間にわたって、総三七〇一件の事務を審議し、そのうち二〇〇 件（五四・三％）を地方自治団体に移譲すること 確定 た。そしてこれらの事務の八一・六％に該当する一六三九件の事務は、関連法令の改正を通じて地方へ 移譲を完了している。しかし、移譲が完了してい
図表 ８　地方移譲合同審議会の地方移譲の実績（1991～199８ 年）
区分 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 合計
審議件数 398 245 185 1,122 309 315 205 922 3,701
移譲確定 241 115 116 449 110 82 61 834 2,008
移譲完了 241 115 103 410 89 74 47 560 1,639
出所：チェ・チェ（2012）、８頁より再引用
注：移譲確定とは、国務審議後、大統領の裁可を受けた移譲事務を、移譲完了とは
移譲確定事務のうち、関連法令の制改正が完了した事務をそれぞれ指している。
　　また、1994 年と 1998 年に比較的多くの事務が移譲されたのは、それぞれ政権
交代と政権初期の分権化の意志が反映された結果である。
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る事務の多くは、処理頻度や重要度が低い事務の移譲、内容よりは件数（実績）本位での移譲、機能中心ではない単位事務中心の移譲
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によるものであった（クム・チェ
　
二〇一三
：一） 。これは、 「地方移譲合同審議会」の法制度
上の不備によるも であるという指摘がある。すなわち、 「地方移譲合同審議会」は、
法的に明確な根拠
を持つ機
関ではなく、総 処 局長が委員長を務め、各部処の課長クラスと専門家等の民間委員が参加する非常設の協議会であった。しかも、 移譲の発掘 専門的な検討において不可欠な事務局も設けられていなかった（河
　
二〇〇
四
；申
　
二〇〇六） 。それゆえ、この期間では、移譲しやすい事務だけを選別・推薦し、
関係部署間の利害
が錯綜
する事務に関して ほとんど手を付けなかった。しかも 移譲 確定されたとしても、中央行政機関に対して事務の移譲を促す手段（履行強制力）も持っていなかったため、必 な法令の改正を怠ること しばしばあった（チェ・チェ
　
二〇一二
：八） 。
ただ、軍事政府及び文民政府の成果といえば、三〇年にわたる《地方自治の空白の時代》に終止符を付けたとい
う点にある。すなわち、地方議会議員及び首長を住民が直接選出するという画期的な措置 取 で 地方自治を制度的 保障したという点にある。しか この期間では、地方分権のための特別な施策も政治的支持もなかった（地方分権促進委員会
　
二〇一二
：一八
－一九
；ソ
　
二〇一一
：一八） 。
　（２）金大中政権（国民の政府：一九九八年
－二〇〇三年）
　ア
　
推進の背景と方向
一九九七年一二月、韓国政府は、外国為替危機
を克服するために、
国際通貨基金（
IM
F ）から借入金を受け入れ
三四八
ることになった。そして翌年二月に発足した金大中政権は、強力な中央集権的システムが金融危機を招いたとの認識の下で、規制緩和と民営化を中心とした「小さな政府」を指向し、その一つの方策として中央行政権限の地方移譲を一〇〇大国政改革課題に盛り込んだ
）17
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。
一方、戦後からの不均衡な地域開発による首都圏への過度な一極集中と地域間格差の解消という政策的必要性か
ら、低開発地域に対する経済的支援を通じた地域均衡 展政策の推進が図られた。
要するに、
「中央集権型行政システムによる弊害」と「不均衡な地域開発による地域間格差の拡大」
という課題
が金大中政権の地方分権 推進の背景となっていた。
イ
　
推進体制及びその法制度的枠組み
国民の政府は、従前の地方移譲合同審議会がさしたる成果を挙げなかったことへの反省から、一九九九年一月に
「中央行政権限の地方移譲促進等に関する法律」 （以下、 「地方移譲促進法」 ）を制定し、それに基づき体系的で、かつ包括的な事務移譲を図った（ソ
　
二〇一一） 。同法には、以下のような新たな点が盛り込まれた。
第一に、中央行政権限の地方移譲は、地方自治団体の意志尊重、包括性、基礎自治体優先、補完性の四原則に基
づいて推進する
）18
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。
第二に、大統領直属の「地方移譲推進委員会」を設置し、常設の事務局を置く。第三に、 「地方移譲推進委員会」は、官民共同委員長二人を含む、一五人以上二〇人以内で構成する。そして同
委員会は、地方移譲及び地方自治団体間の事務配分に関する基本計画と執行に関する事項、中央行政権限の地方移譲及び地方自治団体間の事務配分のための対象 の調査及び決定に関する事項、法令に規定された事務の国家又
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は地方自治団体の所管区分に関する事項などを審議・議決する役割を担う。
第四に、中央行政機関の長は、中央行政権限の地方へ
の移譲が円滑に行われるように行政的・財政的に支援する。
地方移譲推進委員会における推進手続き（図表
9）を
見ると、地方移譲計画に基づいて発掘・選定された移譲対象事務は まず実務分科委員会（行政、産業・建設、農水産・福祉）での事前検討と調整が てから、地方移譲推進委員会の審議・議決を経て確定される。この際、推進委員会は移譲対象事務に対する当該中央行政機関と地方自治団体、及び民間団体からの意見収斂 努める。そして地 た地方移譲案は、国務会議の議決を経て大統領に報告された後、該当中央行政機関に通報される。通報を受けた該当中央行政機関の長は、移譲対象事務について具体的な計画を策定し、委員会が定めた期限内に関係法令の改正など必要な措置を取り、その結果を 移譲推進委員会に提
図表 9　金大中政府の地方分権推進体系
・事務配分に関する基本計画作成・施行
・法令に規定された対象事務の全数調査
・地方移譲対象事務の調査選定
・地方自治団体間の事務配分
・地方移譲対象確定と事後管理
・法令規定事務の所管区分
・委員会に上程された案件の検討・調整
・専門的調査・研究
・委員会が委任した事項
支援地方移譲支援チーム
（３つの分科委構成）
大統領
報告
推進委員会
委員 20 名以内
実務委員会
委員 25 名
　　実務分科委員会
・行政分科
・産業建設分科
・農水産福祉分科
・地方移譲推進委員会の活動運営支援
・地方移譲対象事務の調査・発掘
・地方自治団体間の意見調整・中央部署協議
三五〇
出する。その後、地方移譲推進委員会は、推進状況の点検など事後管理を行う、という仕組みが取られた。
エ
　
分権改革の成果及び課題
国民の政府の地方分権改革の推進成果としては、まず、中央行政権限の地方移譲を体系的かつ包括的に行うため
の制度的基盤となる地方移譲促進法を制定し、それに基づき、地方移譲推進委員会を発足させたこ が挙げられる。同委員会は、国務総理と民間委員長からなる共同委員長二人を含め、学界や経済界、及び社会団体など民間専門家一二人、関係中央行政機関の長及び関係地方自治団体の長など計二〇人で構成された。
同委員会による中央行政権限 移譲の推進結果をみると、一九九八年から二〇〇三年までの五年間、総六一
二件の中央行政事務の地方への移譲が確定された。しかし、そ うち、関係法令の改正などを経て移譲を完了している事務は二三 件（三八％）に止まっている（ 「参考
2」 ） 。その理由としては、 「期限内に関係法令の改正措置を
取らなかった場合、国務総理に改正措置を取 ように建議することができる」という規定 みで、地方移譲推進委員会の決定に対する履行強制力がさほど強力ではなかったことや、中央行政機関の消極的・非協力的 態度、単位事務中心 地方移譲、具体的な行財政的支援の欠如、地方自治団体の無関心などが挙げられる（クム・チェ
　
二〇
一三） 。
他に、国民の政府は、自治警察制の導入、教育自治の実現、特別地方行政機関の整備も分権改革の核心課題とし
て掲げていた。具体的にみると、まず、自治警察制 導入 関しては、一九九九年八月の「警察改革委員会」による自治警察制の導入案（国家警察 自治警察の折衝型、導入単位は特別市・広域市・道の広域レベル、警察の中立性を確保するため 、国家警察委員会 市道 委員会の設置）をはじめ 国会案 国民会議・自民連共同案＝国
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家警察と自治警察の折衝型） 、国民会議の自治警察制政策企画団案（国家警察と自治警察の折衝型、導入単位は特別市・広域市・道） 、警察庁案（国民会議政策企画団の案に類似）など多方面から自治警察制 導入に向けた様
々
な案が打ち出された（ソ
　
二〇一一
：二三） 。しかし、指揮体制の弛緩や組織管理の効率性の低下、捜査権の独立
など諸問題をめぐって検察と警察、地方政府間の葛藤が生じ、さしたる成果のないまま、自治警察制の導入は頓挫してしまった（南 李
　
二〇〇七
：七五） 。
教育自治に関しては、一九九一年の「地方教育自治に関する法律」が制定されるまでは大きなイシューにはなら
なかった。ところが、国民の政府に入ってからは一般自治と教育自治の統合・分離を巡って論争が起き、広域単位（市・道）に限定されていた教育自治区域を基礎単位（市・郡・区）にまで拡大するという政府案が出されるなど、様々な側面 ら検討が され 。しかし、教育界の強い反発により議論は膠着状態になり、ほとんど成果を得ることなく、見送られた。
特別地方行政機関の整備に関しては、行政の効率性確保という観点から組織改編が強調される一方で、関係中央
行政機関は廃止や地方自治団体への移管について消極的であ た（ソ
　
二〇一一
：二六）
このように、自治警察制、教育自治、特別地方 機関の整備は国民の政府の分権改革の核心課題として取り上
げられていたものの、法制度上の不備や、利害関係者間の対立及び分裂等により十分に検討されることなく、さしたる成果のな まま終わってしまった。この点に関しては、当時金融危機に直面していた中央政府による緊急避難的政策が優先されていたためである、という指摘もある（尹
　
二〇一二
；クム・チェ
　
二〇一三） 。
三五二
　（３）蘆武鉉政権（参与政府：二〇〇三年
－二〇〇八年）
ア
　
推進背景と方向
二〇〇〇年代に入ると、 「行政代執行制度」や、 「書面警告制」 、 「基礎自治体の首長の任命制への転換」など、地
方自治法改正をめぐって集権的な論争が政界を中心に繰り広がった。こうした集権化の動きに対して、地方政府側は、 「地方自治を根本的に否定するものである」と強く批判し、首長の政党推薦制の廃止、地方議員の有給化、地方交付税率の引き上げなどを求めていた。
一方、韓国の南部を東西に分ける慶尚道（嶺南）と全羅道（湖南）地域は、昔から地域対立が激しく、政治にも
大きな影響を及ぼしていたが、特に嶺湖南の八市道を中心とした地方政府側からは、低開発地域に対する経済的支援による地域間格差の解消を目的としていた、国民の政府の地域均衡発展 策が地方分権の進展にはほとんど寄与しなかったこ
と
）19
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を理由に、 「地域均衡発展のための特別法」と「地方分権のための特別法」の制定を求める新しい
地方分権論が提唱された。
一方、二〇〇一年九月には 大学教授ら 中心とする学界からも 地方分権実現のための知識人宣言」が発表さ
れた。この知識人宣言では、首都圏集中問題や、地域経済の萎縮などが懸念され と もに、地方移譲促進法と地方移譲推進委員会を廃止する代わりに、新たな「地方分権 別法」の制 と、それに基づく「地方分権推進委員会」の設置が提唱された。
　　　　　
さらに、二〇〇二年一一月七日には、知識人宣言を母胎とする「地域均衡発展と民主的地方自治のための地方分
権国民運動 （以下、 「 国民運動」 ）が設立され、地方分権特別法 地域革新促進法、地方自治発展特別法、
三五三
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いわゆる「地方再生三大立法」の制定が求められた。
一方、地方分権国民運動の創立に先立って、二〇〇二年一一月四日には、全国市長・郡守・区庁長協議会が、
「地方分権特別法」を制定し、中央地方政府間の事務・財源の合理的な配分を求る「地方自治発展のためのヨイド宣言」を発表し、 「地方の自治権確保のための決議大会」を開くとともに、地方自治法改正を政府及び大統領選挙候補者らに求めた（河
　
二〇〇四
：一一七
－一一八） 。
このように、二〇〇〇年に入っては、地方分権と地域均衡発展とがほぼ 体的に多方面から主張されるようにな
った。
その中、当時、民主党の大統領候補であった蘆武鉉氏は、 「首都移転」を自らの選挙公約に掲げるとともに、大
統領就任演説でも、 「中央集権と首都圏集中は、国家の未来 にこれ以上放置できない。地方分権と地域均衡発展は先伸ばしできない課題であり、…私は悲壮な決議でこれを推進していく」 （河
　
二〇〇四
：一五三
　
再引用）
とし、地方分権に対して積極的な姿勢 示した。そして国政の基本方針と 、地方の活性化を通じた分権型先進国家建設 住民と共 する身近な政府、地方の創意性と多様性が尊重される社会、自律と責任、共同体精神を基にした
地域
社会の具現、下からの持続的な自己革新が強調された（ホ
　
二〇〇八
：七） 。この点は、前政権が「小さ
な政府」を掲げて を推進しようとしたもの は性格を異にするも であっ 。
イ
　
推進体制及びその法制度的枠組み
二〇〇三年二月に新たに発足した参与政府は、同年四月、大統領の諮問機関とし 「政府革新地方分権委員会」
（以下、 「政府革新委員会」 ）
）
）20
（
を発足させた。一方、従前の地方移譲推進委員会は解散せず、政府革新委員会と共に、
三五四
分権改革をそれぞれ担うことにした。すなわち、政府革新委員会は、主に地方分権推進のための基本方向の設定及び推進計画の樹立に関する事項、地方分権推進課題の推進に関する事項を担い、一方地方移譲推進委員会は、金大中政権の時と同様に、中央行政権限の に伴う事務を発掘し、それを審議・確定する業務を継続的 担うことにした。
一方、参与政府は、二〇〇三年七月、分権型先進国家の建設
による国家競争力の向上を地方 政策の目的と定め、それを推進するための日程表となる「 ロードマップ」
）21
（
を作成
すると共 、その推進原則 して、先分権・後補完の原則、補完性の原則、包括性 原則の三つの原則
）22
（
を示している。
その後、二〇〇四年四月には地方分権ロードマップを制度的
に支援するための「地方分権特別法」を制定するが、これにより、私的諮問機関にすぎなかっ 政府革新委員会は大統領の諮問機関として法制度的に明確に位置づけられるように った（ホ
　
二〇〇八
：八） 。その後、同年一一月には、地方分権五カ
年総合実行計画を策定し、地方分権ロードマップ 策定時の核心課題であった七分野二〇課題を七 野四七課題（ 「参考
1」 ）
図表 10　蘆武鉉政権の地方分権推進体系
新首都建設推進
企画団
（首都移転問題検討）
大統領
市民団体・言論など
（諮問・公論形成）
地方４団体
研究機関
（諮問・公論形成）
政府革新地方分権委員会
（分権の方向・基本計画等）
地方移譲推進委員会
（発掘・審議・確定）
専門委員会
（行政改革、人事改革、
地方分権、財政・税制、
電子政府）
各中央部署
（実行）
地方自治団体
（受容）
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に細分化し、これらは二〇〇七年末までに完了することにした。
参与政府の地方分権推進体制（図表
10）をみると、政府革新委員会は、委員長を含む二〇人から三〇人以内で構
成し、委員は、大統領令で定める関係中央行政機関の長及び れ 準ずる職位にある公務員、地方分権に関する学識と経験が豊富な者の中から大統領が委嘱する者、そして地方
4団体協議会（全国市長郡守区庁長協議会、全国市
道知事協議会 全国市郡区議会議長協議会、全国市道議会議長協会）の推薦を受ける者 よって構成されることした。そして同委員会 地方分権の推進状況を 務会 の審議を経て、大統領に報告することが求められた。特に、政府革新委員 の一連の改革推進過程はすべての利害関係者はもちろん、一般国民も容易 分かるように情報公開の手順を踏む いう仕組みがとられていた。このように、参与政府は透明性 確保にも積極的で た。
また参与政府は、二〇〇三年五月に分権課題を実質的に発掘・審議するために政府革新委員会の下に五つの専門
委員会（行政改革 人事改革、地方分権、財政・税制、電子政府）を設置したが、それぞれ 専門委員会には政府革新 の委員が幹事という肩書で関わっていた（呉
　
二〇〇六） 。
そして
二〇〇五年三月には、大統領の特別指示により、税源移譲の具体策を示すための「租税改革特別委員会」
が設置された。
政府革新委員会における推進手続きをみると、まず、地方 専門委員会の支援（課題の発掘・審議）を受けて、
地方分権の基本方向及び推進計画を策定し、これに基づいて地方分権推進課題が審議・議決される。その後、政府革新委員会の審議・議決を経た事項は定期的に大統領 報告された後、関係中央行政機関 長及び地方自治団体の長に報告することにした。そして報告を受けた関係中央行政機関の長は 地方分権に関する実践計画を策定し、政府革新委員会にそれを提出するとともに、関連法令を制定又は改正することで 推進課題を仕上げる。最後に、政
三五六
府革新委員会は関係中央行政機関の推進状況について点検及び評価を行う（地方分権促進に関する特別法第一八条～第二二条） 、という仕組みがとられた。
一方、地域均衡発展に関しては、その制度的根拠や推進手段の整備が進められ、二〇〇三年一二月には国家均衡
発展特別法が制定されるとともに、それに基づく大統領直属の国土均衡発展委員会と地域均衡発展特別会計などが新設された。
他方、首都移転問題は、同年一二月に制定された「新行政首都の建設のための特別措置法」に基づき、大統領直
属の新首都建設推進企画団で扱うことになった。
ウ
　
分権改革の成果と課題
参与政府の地方分権改革の成果として まず、中央行政事務の地方移譲完了率が歴代 ど 政府よりも顕著
高いことが挙げられる。例えば、参与政府は、二〇〇三年から二〇〇八年までの五年間、総九〇二件の中央行政事務の地方移譲を確定し、そのうち、六八％に当たる六一三件の事務が法令の改正を経て移譲を完了し いる（ 「参考
２」 ） 。移譲された事務の数だけをみると、歴代のどの政府よりも分権化が進んだと評価できよう。しかし、こ
れは、前政権において法改正をめぐる手続き上の問題により移譲が完了されなかった事務が、参与政権に入って完了に転じたためであ
る
）23
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（チェ・チェ
　
二〇一二
：一〇） 。ちなみに、二〇〇五年一一月に地方移譲推進委員会が実
施したアンケート調査の結果をみると、 「権限移譲の成果をあまり感じられない」 「移譲されるべき事務はまだ多く残っている」との回答がそれぞれ四〇・九％と六〇・八％である（尹
　
二〇一二
：一六一） 。他方、二〇〇四年三
月の大統領の弾劾事件以後、地方政府 の党派的な不一致
）24
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を認識するようになった中央政府による地方政府を統制
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しようとする試みが強くなったことも指摘できよう（南・李
　
二〇〇七
：七六） 。
一方、参与政府は、 「中央
－地方政府間の権限再配分」の一環として自治警察制の導入（参考
1）を核心課題に
掲げ、それを国の義務（地方分権特別法第一〇条第三項）と位置づけていた。その検討過程をみると、二〇〇四年一〇月、政府革新委員会内に自治警察 委員会を設け、自治警察制に関する推進事項を全般的に総括する役割を担わせるとともに、行政安全部長官所属（現行政自治部）の自治警察実務推進団も構成した。そして二〇〇五年一一月三日には、自治警察実務推進団の下で、国家警察と自治警察の二元的運用、基礎単位（市・郡・区）への導入住民生活中心の治安行 、人口規模や地域特性などを考慮した機構運営、所与財源の地方自治団体負担の原則（ただし、制度定着まで 国による支援） 、 「市・道治安行政 」の設置等を骨子とする自治警察法案
）25
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を作成し、国
会の本会議に上程した。そして二〇〇六年には、二〇〇七年の全面実施に向 たモデル事業とその推進のためのロードーマップが発表され しかし 自治警察法案をめぐって基礎単位での導入を主張する政府・ と広域単位で 導入を主張する広域自治団体との対立 より国会 の審議は進まず、自治警察法案は国会議員の任期満了と共に自動的には廃案され こととなった。ただ、二〇〇六年七月一日から済州特別自治道に限定した自治警察制を試験的 運営するに至ったのは参与政府の成果として挙げられよう（ソ
　
二〇一一
：三一
－三三） 。
また参与政府は、二〇〇六年一二月、教育自治と一般自治の統合及び連携の問題を政府革新委員会の議論の俎上
にのせ、教育委員会を市・道地方議会の常任委員会に位置づけるとともに 教育監と教育委員を住民による直接選挙に切り替えた（図表
11） 。
また参与政府は、特別地方行政機関の整備も地方分権ロードーマップの核心課題として掲げて済州特別自治道に
おいては七分野 特別行政機関を移管したが、他地域における移管は国会の立法拒否などに り、自治警察制
三五八
入案と同様に十分に検討することなく、次期政権の核心課題として見送られた。
一方、参与政府の重点課題の一つであった「済州特
別自治道の創設及び推進」に対しては、その成果をめぐって肯定的な評価 批判的評価と 分かれ 。例えば、アン（二〇一一）は、 「権限に比して、財政の負担が重すぎる」ことや、 「機構の自立性がまだ脆弱である」という理由に、失敗事例に転落する恐れがあると指摘している。
参与政府の分権改革推進に係る課題としては、以下
の指摘があるので、記しておきたい。
第一に、地方分権と地域均衡発展を同時に推進 た
結果、 「分権」が「分散 （＝地域均衡発展）のイシューに押され、分権改革は当初期待した成果を得ることができなかった（金順殷
　
二〇一〇） 。ちなみに、地
域均衡発展政策については、 「行政区域への過度な執着による事業の重複や分散（筆者注）開発の濫用、分権なしの均衡政策による新中央集 化 （申
　
二〇一
図表 11　地方教育自治制度の主な変遷
2001 年（国民の政府） 2006 年（参与政府）
教育委員会
性格 地方議会の委任型、審議・議決機構
地方議会内の常任委員会。審査・議決
機構
定数
市道の人口、地域的特性などを考慮し、
7～15 人（総 146 人）
市道 7～15 人（総 139 人）、市道議会議
員と教育委員による構成。ただし、教
育委員が過半数にならなければならな
い
資格
委員定数の 2 分の 1 は教育、又は、教
育行政経歴 10 年以上、又は両経歴を合
わせて 10 年以上
教育委員に限定して、委員定数の 2 分
の 1 は教育、又は、教育行政経歴 10 年
以上、又は両経歴を合わせて 10 年以上
任期 4 年 同左
選出方法
学校運営委員会全員で構成される選挙
人団による選出
住民による直選
教育監資格
学校運営委員会全員で構成される選挙
人団による
住選民出による直選
選出方法
学識の有るもの、地方議会議員被選挙
権、非政党員、教育行政経歴 5 年以上
同左
出所：ソ（2013）に基づき再構成
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二
：五）などの問題が指摘されている。
第二に、推進体制に係る問題である。まず、委員の構成に係わる問題で、政府革新委員会は、二〇人以上三〇人
以内で構成され、財政経済部長官、行政自治部長官、情報通信部長官、企画予算処長官、総理府の国務調整室長、中央人事委員会委員長、大統領府政策室長の関係中央機関の長が当然職として参加していた。行政自治部長官を除くと、ほとんどが反分権的な人
々
によって構成されていた。そのため、ある改革課題が委員会において議論され、
結論が出されたとしても、それは中央省庁間のせめぎ合いの産物として確定されるという仕組みがとられていた。すなわち、推進体制の実効性が問われよう（呉
　
二〇〇六
：八三） 。
もう一つの問題は、委員会を支援する事務局の独立性に係わ 問題である。委員長をはじめとする民間人委員は
すべて非常勤の身分であっ 。そのため、委員会を行政的に支援する事務局の役割が非常に重要となるが、その責任者には行政自治部から局長レベルの職員と様々 省庁から出向される職員たちによって構成されていた。しかも事務局の行政支援責任者は大統領府の秘書官を兼職する場合が多かったため、そ 独立性が危惧されていた（呉
　
二〇〇六
：八三） 。
最後に、ロードマップの示す推進期限にかかわる問題であ 。ロードマップでは、推進課題の準備から制度改善
まですべて五年以内という期限が設けられていた。これは分権推進に対する参与政府の強力な意思を示し いる点においては肯定的に評価できる。しかし、地方分権は行政レベルの 題であると同時 、多様な利害関係 激しく対立する政治レベルの問題も含んでいる。そ ため、多様な意見 収斂が前提にならなければなら い。こ 点を考慮すると、五年という期限は現実的 はないだろう（趙
　
二〇〇七
：六〇） 。
三六〇
　（４）李明博政権（実用政府：二〇〇八年
－二〇一三年）
ア
　
推進背景と方向
二〇〇七年一二月の第一七代大統領選挙において李明博候補は、国家経営システムの再建のための一策として、
四大自治権（行政権、財政権、自治警察制、教育自治）の保障、広域経済圏の形成、地方交付税率の引上げや補助金制度の改善等の地方財政の拡充 六五〇〇の特別地方行政機関の整備などを地方分権関連の選挙公約として掲げていた。
ところが、二〇〇八年二月に出帆した
後は、 「実用政府」が象徴するように、国政の核心価値を「参与と自治」
から「実用と安全」に転換し、 分権が国政課題において占める優先順位も、参与政府の一〇大国政課題から一〇〇大国政課題に下げていた。
そして実用政府は、創意と活力に満ちた地域社会 具現を国政の基本ビジョンとし、 「先進一流国家建設」に向
けた地方分権の四大目標 して、住民の生活の質の向上、地方 の力量拡大、地域競争力強化、市民 共同体意識の向上を挙げ、これに向けて、次の五つ 推進戦略を打ち出している。
第一に、中央行政権限の地方移譲、特別地方行政機関の機能調整などの核心課題に対する成果を優先的に創出し
ていく。第二に、 の多様性と責任性を確保し、拡大された地方自治団体の自律と権限に見合う自治 量と成果創出を誘導する。第三に、地方分権の推進過程に国会 中央省庁、 四大協議体、学界など多方面からの幅広い意見の収斂に努め 四 事務配分 財源保障を連携して分権 効果性を向上させ 第五に、地方分権 必要性とそ 成果 対 体系的な教育と広報活動を展開し 国 ・住民 参加と共感帯拡散に努める（地 分権促
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進委員会
　
二〇一二） 。
また、二〇〇九年二月には、四分野二〇課題「参考
1」を提示するが、これらはその分類方式が多少違うだけで、
その内容は参与政府と大同小異であった。ただし、地方行政体制改編、特別地方自治団体の導入及び活用、地方分権の共感帯拡散という三つの課題が新たに追加された。
そして地方分権の推進原則として、 「補充性の原則」 、 「自律性の原則」 、 「包括性の原則」という三つの原則が示
された
）26
（
。
一方、首都圏規制と国土均衡発展に傾斜していた参与政府の地域均衡発展政策とは異なり、 「双生」 ・ 「競争」を
基調とした李明博政権の地域均衡発展 策は、各地方を首都圏規模の広域経済圏（五＋二広域経済圏構想）に統合し、相互競争を通じた地域競争力の向上を図ろうとしていた。
イ
　
推進体制及びその法制度的枠組み
地方分権を実質的に推進していくためには具体的に実践課題と推進原則を明示し、それらを強制する制度的装置
を整備する必要性があった。そこで大統領職引受委員会は、李明博大統領が就任する直前 、二〇〇八年二月 六日、参与政府時の「地方分権特別法」を「地方分権促進に関する特別法」 （以下、 「地方分権促進法」 ）に全面改正した。そして、二〇〇八年一二月には、同法に基づいて「地方移譲推進委員会」の地方移譲機能と「政府革新地方分権委員会」の分権機能を統合 た「地方分権促進委員会」 （以下、 「促進委員会」 ）を設置した。そして同委員会の存続期間を、二〇一三年五月二九日まで した。
実用政府の地方分権推進体制（図表
12）をみると、大統領直属の促進委員会は、地方分権の基本方向の設定及び
三六二
推進計画の樹立、推進課題の選定及び審議を主に担っていた。そして委員の構成は一〇名以内で、行政安全部（現安全行政部）及び企画財政部の長を当然職とし、残り八名の委員は大統領及び国会議長、地方
4大協議会の長が委嘱又は推薦する地方
分権の専門家と た。
また、促進委員会の業務を効率的に支援するために、 「地方
分権促進実務委員会」 （委員長の委嘱する五〇名以内 委員、任期一年・連任）を設置し、促進委員会に上程される案件の事前検討及び調整、調査・研究機能の役割を担わせた。他に、地方委譲対象事務を発掘すると共に、発掘された事務に対する圏域別ワークショップの開催、地方意見の収斂に積極的であった
）27
（
。
地方委譲が確定された後は、中央行政機関に対するその履行
状況を点検する手順を踏むことになっていた。ちなみ 、参与政府の革新委員会に比べて、李明博政権の促進委員会は一〇人以内に縮小されており、その活動や会議の運営は参与政府より大幅に改善されていた。なお、当然職委員は行政安全部長官と企画財政部長官の二人に限定した。
促進委員会の推進手続きをみると、まず、促進委員会は「地
図表 1２　李明博政府の地方分権推進体系
●委員 10 名（任期２年）
・行政安全部・企画財政部長官
・大統領委嘱２名
・国会議長推薦２名
・４大協議体議長推薦４名
分権第１実務委員会 分権第２実務委員会 分権第３実務委員会 分権第４実務委員会
地方行政体制・改編推進委員
区域分科委員会 機能分科委員会 近隣自治分科委員会
諮問委員
大統領
地方分権促進委員会
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方分権促進実務委員会」の支援を受けて、地方分権の基本方向の設定及び推進計画を策定し、推進計画に基づいて地方分権推進課題を審議・議決する。審議・議決を経た事項は定期的に大統領に報告し、その後は関係中央行政機関の長及び関係地方自治団体の長に報告する。その後、関係中央行政機関の長は地方分権に関する実践計画を策定して促進委員会に提出するとともに、関連法令の改正など 通じて、地 分権 推進課題を仕上げる。最後に、促進委員会は関係中央行政機関の履行状況を点検し、評価する（地方分権促進に関する特別法第一八条～第二二条） 、という仕組みがとられた。特に、参与政府 時と比べてみると 分権改革 推 実績を年二回以上「公表」 という点が義務付けられてい
一方、地方自治団体の中央政府への従属化を懸念し、地方分権改革を先行していた実用政府は、二〇一一年九月、
「地方行政体制改編に関する特別法」を制定し、それを根拠に地方行政体制改編推進委員会を設置した。そして同委員会には、二〇一二年六月三〇日までに地方行政体制改編 関する総合的な基本計画を作成し、大統領および国会に報告することを定めていた。ところが、同委員会は、促進委員会 役割とその扱う事務（例えば、教育自治、自治警察制の導入） が重複するという課題を抱えていた（ソ
　
二〇一二
：一〇〇） 。
ウ
　
分権改革の成果と課題
実用政府の分権改革の推進成果としては、まず、中央行政権限の地方移譲確定件数が一五八七件と、歴代のどの
政府よりも顕著に高いことが挙げられる（参考
2） 。しかし、移譲完了件数は五一六件と、全体の三二・五％に止
まっている。これは、中央行政権限の地方移譲に対 実用政府の消極的な態度を示す（ソ
　
二〇一三
；チェ・チ
ェ
　
二〇一二） 。
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第二に、地方事務区分体系の
改善が図られたことが挙げられる。実用政府は、二〇一〇年一一月、地方自治団体の事務を「自治事務」と「法定受任事務」（日本の法定受託事務に相当）に整理し、機関委任事務を廃止することにより地方自治団体の自律性を高めようとした（図表
13） 。しかし、中央省庁官僚の
強い抵抗によりさしたる成果のないまま、現朴槿惠政府の重点課題の一つになった。
第三に、二〇〇八年一〇月七
日、実用政府は 〇〇大国政課題の一つであった自治警察制の全面実施に向けて、基礎単位（市・郡・区）に交通や生活安
図表 1３　法定受任事務の導入方向
現行 改正
機関委任事務
団体委任事務
自治事務
国家返上・廃止
法的受任事務
自治事務
区分 法定受任事務 機関委任事務
定義 法令による自治団体が受任した事務 法令による団体長に受任した事務
新設制限
地方自治法施行令に法定受任事務の対象
を明示する必要がある
なし
経費負担 全額国家負担 全額国家負担
議会関与 可能（条例制定、行政事務監査・調査）
不可能（国会等が監査することにした事
務以外の事務は可能）
再委任 委任機関の承認不必要 委任機関の承認必要
国家監督
・包括的な合目的関与（ただし、国家関
与は法定主義）
・助言・勧告・資料要求、監督
・違法な命令の是正命令、取消
・職務履行命令、代執行、報告、違法事
項監査
・再議要求指示、提訴
・包括的で合目的な監督
・指導及び監督
・職務履行命令、代執行
・再議要求指示、提訴
・行政権限の委任委託規定
・取消、停止
定形式 「…を市道の法定受任事務に処理する」 「…市道知事に…を委任する」
出所：安全行政部（2013）『自治法規・立法実務』、22 頁より作成
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全分野の秩序維持の権限などを盛り込んだ自治警察法案が打ち出された。しかし、これは参与政府の自治警察法案と比べてみると、導入単位、機能、組織形態などにおいてはほぼ変わらなかった。ただ、基礎単位（市・郡・区）の地域治安協議会（諮問・審議機関） 自治警察委員会（審議・議決機関）に転換するとともに、市・道には警察支援課及び治安協力官を置き、広域単位の調整機能を強化するという点において違っていた。しかし、この法案も実用政府の最後の定期国会には上程されず 次の政権に見送られた。
第四に、教育自治に関しては、二〇〇八年八月に市・道教育庁の局長級以上の奨学官任用権などの小・中等教育
権限を教育科学技術部長官から市・道教育監に移譲し、二〇〇九年七月には地方教育庁の局・課の名称を支援官またはチームでできるように関連する権限を移譲した。また 公立学校長の権限も拡大され、学校長の教員招聘権が二〇％（私立学校は五〇％）まで拡大し、教員転入要請 も与えられた。さらに、一般行政と教育行政 連携を強化するために、学校 と地域戦略産業とが連携して教育プログラムを作成し、教育施設を公開するなど、市・道知事と市・道教育監が協力 地方教育行政 の構築が図られ 。
第五に、特別地方行政機関の整備に関しては、 「廃止」よりは「機能の再調整」に重点が置かれ、八分野の二〇
一機関を対象 「特別地方行政機関整備案」 （二〇〇八年七月二一日）を作成し、まず第一段階では、国道・河川、海洋港湾、食医薬品の三分野の業務（設 管理、認・許可、指導、取り締 りなど）を優先的 移管すると共に、中小企業、労働、環境、産業 報勲の五つの分野 ついてはそ 後段階的 管することに た。しかし、税務、公安、現業機関など全国統一性及び政策執行上 高度の専門性を必要とする業務に関しては継続的に中央政府が担当することにした（ソ
　
二〇一二
：四一
－四二） 。ところが、特別行政機関の整備結果をみると、第一段階
の整備計画はほぼ完了しているものの、その数 おいて政権発足当初 四五七九機関から政権が終わるときには五
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一五五機関へと、むしろ五七六個所も増加した。これは、広域行政の効率性、高度の専門性と統一性などを理由に特別地方行政機関の事務移譲を反対する中央行政機関の消極的対応によるところが大きい。
他に、実用政府の分権推進成果としては、国税と地方税の改善が挙げられる。すなわち、実用政府は、税源の不
均衡を解消するために、地方消費税と地方所得税を導入 さらに 従来の地方税を地方税基本法、地方税法、地方税特例制限法に分けるとともに、一六個にわた 地方税目を一一個に縮小・改編した。
実用政府の分権推進上の課題としては、参与政府との比較から、以下 ような指摘があまず、実用政府は、当初は従前の中央行政権限の地方移譲に伴う事務の発掘・審議する業務を担う「地方移譲推
進委員会」と 分権推進の基本 向の設定及び計画の樹立などを担う「 府革新地方分権推進委員会」とに二元化された地方分権推進機構 「地方分権促進委員会」に 元化した。ところが、二〇 一年九月以降は、市・郡・区を統廃合するために、新たに地方行政体制改編推進委員会が設けられ、地方分権より地方行政体制の 革により多く比重が置かれ こと なっ 。しかもその取り扱う分権課題も促進委員会のそれとかなり重複していた（金順殷
　
二〇一〇ｂ） 。その結果、地方分権の推進力が失速し、特別行政機関の整備や、自治警察制度の導入など重点
課題に対しては十分な審議ができなか
第二に、参与政府と実用政府の両政府の推進目的は、分権型先進国家システム 構築にあり、その具体的な推進
課題もさほど相違はなかった。しかし、参与政府の推進目標に比べて、李明博政権のそれは明確ではなかった（金
　
二〇一〇ｂ
；ホ
　
二〇〇八） 。すなわち、実用政府の分権推進の意志は参与政府のそれに比べて強くなかった。
第三に、参与政府は地方分権ロードマップを通じて、改革の全過程を明らかにしていたが、実用政府は毎年二回
の推進状況を公開するだけで、その透明性を欠いていた。
三六七
韓国における分権改革の構造と動態

（都法五十五
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以上、民主化以降、韓国における歴代政府の分権改革の核心課題、とりわけ中央行政権限の地方移譲、自治警察
制、教育自治、特別地方行政機関の整備を中心に、その動態について比較考察を行った。その結果、韓国の歴代政府における分権改革は期待と共に始まったが、その大半は失望に終わっ いた。四
　
歴代政府の分権改革のかたちとその制約要因
以下では、歴代政府による分権改革のかたちを枠づける要素を比較検討するとともに、今後の課題を述べること
で本稿を締めくくりたい。　（１）
　
地方分権の推進目標及び推進意思
国民の政府は、政権発足当初の金融危機を契機に「小さな政府」を指向し、規制緩和と民間委託を促進するとと
もに、中央行政権限の地方移譲を積極的に進めようとしていた。ところが、韓国社会の既得権支持を得られないままで当選された金大中大統領は、自分の支持母体であった湖南地域など低開発地域に対する経済的 援 通した地域均衡発展政策を分権 策より優先していた。これに対して、参与政府と実用政府の場合、先進型・分権型国家体制の確立という目標の下で、具体的な実践課題や推進原則を提示するなど、多くの点で類似していた。ただ、推進課題の細分化（
7分野
47課題）とそれらを推進するための地方分権ロードマップの策定、そしてそれを制度的に支
援するため 「地方分権特別法」の制定など、地方分権に積極的であった参与政府の推進目標に比べて 核心課題を
4分野
20課題に縮小するなど、実用政府の推進目標は明確ではなかった。しかも、地方分権が国政課題において
三六八
占める優先順位も、参与政府の一〇大国政課題から一〇〇大国政課題に下げるなど、その推進意思においても参与政府のほうが強かった。ところが、参与政府も大統領の弾劾事件以降、地方分権の推進力は大きく萎縮されることとなった。　（
2）　
地方分権の推進体制
歴代政府の分権推進体制（図表
14）を比較してみると、まず、文民政府の地方移譲合同審議会は、法的に明確な
根拠を持たない非常設の協議会であったのに対して、以降の歴代政府においては大統領直属の諮問機関として法的に明確に位置づけられた。しかし、国民の政府 おい は、地方移譲推進委員会が分権改革、とりわけ中央行政権限の地方移譲 全但してい が、参与政府と実用政府においてはそ 推進体制が二元化されていた。すなわち、参与政府 場合、従前の地方移譲推進委員会を解散せず、中央行政権限の地方移譲に関する事項を継続的に担 せる一方で、地方分権推進のための基本方向 設定及び推進計画の樹立、そして推進課題 につ ては政府革新委員会が主に担っていた。これに対して 実用 の場合 政権発足当初は、促 委員会が地方移譲機能と分権機能を統合・全但していたが、二〇一一年九月以降は 地方行 体制改編推進委員会が新た 設けられ、地方分権より地方行政体制改革 より多く比重が置か ることになり、しかもそ 扱う業務も促進委員会とかなりの部分において重複していた。
ところが、参与政府は地方分権と地域均衡発展を、一方実用政府は地方分権と地方行政体制改編を同時に追求し
た結果、地方分権は 域均衡発展あるいは地方行政体制改編のイシューに押され、両 とも目標上 成果を収めることができず、地方分権の議論は大きく萎縮されることとなった。両政府とも 先分権・後均衡の原則を守って
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いたならば、分権改革の効果はより大きかったと予想される部分である。
二〇一三年二月に発足した現朴槿惠政権は、二元化された組織運営による課題の重複と非効率を克服するため、
二〇一三年五月、既存の地方分権促進に関する特別法と地方行政体制に関する特別法を統合した「地方分権及び地方行政体制改編に関する特別法」を制定し、その推進機構 して「地方自治発展委員
会
）28
（
」 を発足させた。こうした
推進体系の構造の違いが政府の かたちをどのように枠づけていくかはさらな 研究が必要であろう。

　（
3）　
推進過程の透明性
国民の政府は、地方移譲促進法案の作成過程はもちろん、国会での審議過程においても、野党、市民団体、マス
コミからの関心・参加がほとんど見られ かった。その理由と ては、地方移譲促進法案が地方政府側の意向を反映したものではない、中央行政機関の意向 偏った事務移譲に限定されていたためである（河
　
二〇〇四
：一〇
四） 。これに対して、
参与政府は、一連の改革推進過程において利害関係者の参加はもちろん、一般国民も容易に
分かるように情報公開 手順を踏むなど透明性 確保に積極的であった。一方 実用政府もこの点でさほど変わりはなかった。
ただ、参与政府は地方分権ロードマップを通じて、地方分権の全体的な過程を明らかにしていたが、
一方実用政府は、毎年二回 推進実績は公開するにと まっていた。すなわち、マクロ的なプロセスについては明示的ではなかった。分権改革の全過程を予測するという視点か 見た場合、参与政府のもとで 地方分権のマクロ的なプログラムが公開されてい で、ある程度予測 可能であった。し し 実用 場合、地方行政体制改編については別途の法律が制定されていて の予測が可能であ たが、その他の課題につい 総体的なプロセスを明確に示さ （金順殷
　
二〇一〇ｂ） 。
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このように、分権改革はさまざまな要因が複合して起きるものである。一方、地方分権の形を規定する要素は、
本稿が示した行政的・制度的要素のほかに、各国の地方自治の歴史と伝統、文化、政治体制、統治構造、中央地方間の政治的状況（中央・地方間の党派性など） 、政権交代前後（特に、大統領の最初の一年と最後の一年）における執政部の影響力の違いなど、政治社会構成的な要素による相対的な結果である。したがって、分権改革は困難であり、その困難性から永遠に未完の 改革でもある（金井
　
二〇一四
：四一） 。
五
　
おわりに
　
地方分権は、地方自治の基本理念を実現するための土台となると共に、その内実化を図るうえで重要な手段とな
る。ところが、これまでの考察からもわ るよう 、韓国におけるこれまでの「分 」というのは国と地方と 権限や財源の配分といったイメージが強く、市民・住民の暮らしとは直接関係の いところでの改革であった。しかし、分権を「私たちの暮らし」という視点に立つな ば、分権で目指すべく自治というのは、私たち市民がまちを治めるということであ う。 の点 、韓国 歴代政府における分権改革 市民・住民の実質的な関心や利益を掘り下げ、それに応答していくための分権改革にあったのではなく もっぱら中央から地方へ 権限移譲に傾 ていたところにあったのではないかと思われる。つまり、地方分権という大義名分の下で、国主導 「集権改革 に終始していた。これからは、住民 想い 地方自治体を動かし、地方自治団体 主導 もとに、 分権改革を推進する段階へ 進まなければならない。 れから 地方分権は 「 「上からの地方 」ではなく住民 声に根差した「下からの地方分権改革」へと転換」 （神野
　
二〇一四
：七）が求められよう。
三七二
《参考資料》
参考 1　政府別主要分権課題とその内容
蘆武鉉政府 李明博政府
7 分野 40 課題 4 分野 20 課題
中央－地方政府間の権限
再配分
事務区分体系改善（機関
委任事務整備、国家関与
システム合理化など）
権限及び機能再配分
事務区分体系改善
中央行政権限の地方委譲
（地方一括移譲法制定、財
政・人員等の移管連携強
化など）
中央行政権限の地方委譲
大都市特例制度の強化
済州特別自治道推進
教育自治制度改善 教育自治制度の改善
自治警察制度導入 自治警察制度の導入
特別地方行政機関の機能
調整
特別地方行政機関の機能
調整
地方分権化指標開発及び
分権水準測定制度の導入
地方財政の拡充
自治団体管轄区域の合理
的調整
地方分権特別法の制定
画期的な財政分権の推進
地方交付税法定率の段階
的引き上げ
地方交付税制度の改善 地方交付税制度の改善
国税と地方税の合理的な
調整
国税と地方税の合理的な
調整
地方税の新財源の拡大
財産税と綜合土地税の課
表の現実化
地方税非課税・減免縮小
国庫補助金の整備
地方予算編成指針の廃止
及び補完
地方債発行承認制度の改
善
地方譲与金制度の改善
地方財政評価機能の強化
自治団体の複式簿記会計
制度の導入
自治団体の予算支出の合
理性確保
財政運用の透明性・健全
性の強化
地方財政の透明性、健全
性の向上
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地方政府の自治力量の強
化
自治立法権の拡大
自治力量の強化
自治立法権の拡大
自治組織権の強化
分権型都市計画体系の構
築
自治団体の自体革新構築
地方公務員教育訓練・革
新－専門性強化、教育訓
練改善
地方自治団体評価基準備
え及び診断・評価
地方公務員の人事制度改
善 地方自治行政体制整備
地方自治団体の人事公正
性の向上（人事委員会制
度の改善）
住民直接参加制度の補完
中央－地方間人事交流の
活性化
地方議政の活性化及び選
挙制度改善
地方議政活動基盤の強化
－会期、常任委制度改善
－議会所属職員の人事制
度改善
－地方議員の専門性・責
任性向上
地方議会の専門性・自律
性の強化
地方選挙制度改善
－選挙公営制の強化、後
援会制
－選挙区制の合理的改善
－政党参加制度の改善
－任期中選挙　辞退改善
－地方選挙投票参与向上
など
地方選挙制度改善
地方政府の責任性強化
地方自治団体に対する監
査体系改善
協力及び共感帯の拡大
政府及び地方自治団体間
協力体制の強化
住民監査請求制度の活性
化
住民訴訟制度の導入
住民召喚制度の導入
自治団体に対する評価制
度の改善
市民社会の活性化
条例制・改廃請求制の改善 特別地方公共団体制度の導入活用
住民自治制度の改善
地方公務員の人事交流の
拡大と教育訓練制度の改
善
ボランティア活動の奨
励・支援－ボランティア
活動促進法の制定等
ボランティア活動の奨
励・支援
地域内専門家の政策過程
への参加拡大
地方分権の広報及び共感
帯の拡散
住民投票制度の導入
協力的政府間関係の定立
中央－地方政府間の協力
体制強化－協議調整機能
強化、自治団体の国政参
与活性化等
地方政府間協力体制の強
化
政府間の紛争調整機能の
強化 紛争調整機能の強化
出所：申（2005）、ジョン（2007）、金（2010b）などを参考に筆者作成。
三七四
参考 ２　中央行政権限の地方移譲の推移　　　（単位：件）
区分 委譲確定
委譲完了
未完了
小計
金大中政府
（1998 － 2003）
蘆武鉉政府
（2003 － 2008）
李明博政府
（2008 － 2012）
計 3,101 1,982 232 987 763 1,119
金大中政府 612 610（99.7％） 232（38％） 374（61％） 4（0.7％） 2（0.3％）
蘆武鉉政府 902 856（94.9％） － 613（68％） 243（26.9％） 46（5.1％）
李明博政府 1,587 516（32.5％） － － 516（32.5％） 1,071（67.5％）
出所：行政安全部『2012　行政安全統計年報』より筆者作成
参考 ３　国家公務員と地方公務員の割合の推移
国家公務員 地方公務員
1992 年 64.9％ 35.1％
金永三政府1993 年 64.2％ 35.8％
1994 年 63.6％ 36.4％
1995 年 62.8％ 37.2％
1996 年 61.6％ 38.4％
1997 年 61.1％ 38.9％
1998 年 63.8％ 36.2％
金大中政府
1999 年 63.8％ 36.2％
2000 年 64.1％ 35.9％
2001 年 64.5％ 35.5％
2002 年 64.6％ 35.4％
2003 年 64.6％ 35.4％
蘆武鉉政府
2004 年 62.3％ 35.7％
2005 年 63.8％ 37.2％
2006 年 63.1％ 36.9％
2007 年 64.4％ 36.6％
2008 年 64.2％ 35.8％ 李明博政府
2009 年 64.3％ 35.7％
2010 年 63.1％ 35.9％
2011 年 63.9％ 36.1％
平均 63.70％ 36.3％
出所：行政安全部『2012　行政安全統計年報』より筆者作成
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参考 ４　国税対地方税の割合推移
1992年
金大中政府 蘆武鉉政府 李明博政府
2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年
国税 79.6 81.9 76.4 74.9 76.0 77.5 78.0 77.0 78.8 78.6 78.5 77.6 78.1
地方税 20.4 18.1 23.6 25.1 24.0 22.5 22.0 23.0 21.2 21.4 21.5 22.4 21.3
出所：行政安全部『2012　行政安全統計年報』より筆者作成
参考 ４ － 1　OECD 主要国の国税・地方税比重（２00８ 年基準、％）
区分
連邦制国家 非連邦国家
アメリカ ドイツ 合計 イギリス フランス 日本 韓国 平均
国税 51.9 50.4 66.1 89.8 75.0 53.7 78.6 83.6
地方税 48.1 49.6 33.9 10.2 25.0 46.3 21.4 16.4
出所：企画財政部「租税概要」（2011 年 11 月）より作成
参考 ５　地方交付税率の推移
1983年
金大中政府 蘆武鉉政府 李明博政府
1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年
13.27 13.27 13.27 15.00 15.00 15.00 15.00 18.30 19.13 19.24 19.24 19.24 19.24 19.24 19.24
出所：行政安全部『2012　行政安全統計年報』より筆者作成
参考 ６　財政自立度と財政自主度の推移
金大中政府 蘆武鉉政府 李明博政府
1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011
財政自立度 55.3 54.4 53.3 57.6 54.8 56.3 57.2 56.2 54.4 53.6 53.9 53.6 52.2 51.9
財政自主度 72.2 75.4 76.1 75.7 75.1 76.3 77.4 81.6 80.2 79.3 79.3 78.9 75.7 76.7
出所：行政安全部『2012　行政安全統計年報』より筆者作成
三七六
参考 ７　地方税の税目別税収比重
地域資源施設税、２％
過年度収入、１％
事業所税、０％
自動車税、12％
財産税、15％
地方所得税、18％
タバコ消費税、５％
レジャー税、２％
取得税、
27％
登録免許税、
５％
住民税、１％
屠畜税、
０％
地方消費税、
６％
出所：行政安全部『2012　行政安全統計年報』より筆者作成
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参考文献《日本語》・呉在一・大森彌・森田朗（二〇〇六）
「韓日の分権改革に参画して」
﹃ジュリスト﹄
N
o.1306
・金井利之（二〇一一）
「現代日本の国制遷移と分権改革」中央大学法学会編﹃法學新報﹄第一一八巻第三・四号
・金井利之（二〇一四）
「分権改革の困難性と可能性」
﹃自治総研﹄通巻四三〇号
・金今
善（二〇〇
七）
「大都
市にお
ける自
治区の
現状と
課題―
ソウル
特別市
二五自
治区を
中心に
―」首都
大学東
京・都市政
策コ
ース﹃都市政策研究﹄第一号
・金今善（二〇
一三）
「韓国の特別市・
広域市
－自治区制度の改
編論議が問い
かけるもの～
大都市地域にふ
さわしい自治
の仕組
みを探る～」せたがや自治政策研究所﹃都市社会研究﹄
V
ol.5
・姜瑩
期・許燻・
安善姫・若山浩
司（二〇
〇六
）「日韓
の地方
分権政
策の比
較分析
序説
－二間比
較分析
の手法
と試み
－」日本
自
治研究学会﹃地方自治研究﹄
V
ol.21,N
o.2,
・沈恵貞（二〇〇九）
「韓国にお
ける地方分権の現況と課題」
・（財）自治体国際化協会（二〇〇八年）
﹃韓国の地方自治﹄
・神野直彦（二〇一四）
「地方分権改革の総括と展望」
﹃都市とガバナンス﹄
V
ol.22
・鄭在
吉（二〇
一一
）「韓国
地方分
権の成
果・特徴・
課題」
﹃「地方
分権の
これ
までと
今後」
シン
ポジウ
ム報告
書﹄政
策研究
大学
比較地方自治研究センター
・
ジ
ョ
ン
ス
ン
ガ
ァ
ン（
二
〇
〇
七
年
）「
参
与
政
府
の
地
方
分
権
政
策
の
評
価
と
課
題
　
～
民
主
的
評
価
モ
デ
ル
の
観
点
か
ら
～」
﹃
ソ
ウ
ル
行
政
学会春季学術大会﹄
・申龍徹
（二〇〇五）
「韓国の地方分権改革～地方分権ロードマップ
（
R
oad M
ap ）
の策定を中心に～」
地方自治総合研究所
﹃自
治総研﹄
V
ol.31
・申龍徹（二〇一二）
「韓国の﹃中央政府機関・公共機関の地方移転政策﹄について」
﹃自治体国際化﹄
N
ov.2102
・曽我謙悟（二〇一三）
﹃行政学﹄有斐閣
・南京兌・李海揆揆（二〇〇七）
「韓国地方分権の政治分析」
﹃李刊行政管理研究
﹄
N
o.117
・趙昌鉉（二〇〇七）
﹃現代韓国の地方自治﹄法政大学出版局
・河正
鳳（二〇〇
四）
「日韓
の地方
分権政
策に関
する比
較研究
～キン
グダン
の「政策
の窓」
論を用
いて～」筑
波大学
社会科
学研
究科博士論文
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・尹誠国（二〇一二）
﹃韓国における地方分権改革の分析～弱い大統領と地域主義の政治経済学～﹄公人の友社
《ハングル》・
ア
ン
ソ
ン
ホ（
二
〇
一
一
）「
地
方
分
権
の
論
拠
と
成
果、
そ
し
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課
題
」﹃
忠
南
発
展
研
究
院
　
地
方
分
権
研
究
会
　
第
５
次
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
資料集﹄
・イミンギュウ（二〇一〇）
「第
10章
　
教育自治」韓国地方自治学会編﹃韓日地方自治比較﹄大栄文化社
・イミ
ンホ・リ
ュウヒ
ョンシ
ュク・ユ
ンクァ
ンソク（
二〇一
〇）
﹃総額
人経費
制の改
善方案
に関
する研
究﹄韓
国行
政研究
院・行
政管理研究部
・韓国政策学会（二〇〇八）
「国家
－地方間の関係定立による地方分権のビジョンと戦略樹立」行政安全部
・金長権（二〇〇五）
「韓国と日本の分権化改革の比較研究」
﹃韓国と日本の政治とガバナンス～変化と持続～﹄アヨン出版社
・金秉準（二〇一四）
﹃地方自治論（修正版）
﹄法文社
・
ク
ム
チ
ャ
ン
ホ・
チ
ェ
ヨ
ン
チ
ュ
ル（
二
〇
一
三
）「
李
明
博
政
権
の
地
方
分
権
政
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シ
ス
テ
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国
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政
学
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第
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東
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行
政
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究
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究
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と
日
本
の
分
権
改
革
を
比
較
す
る
：学
術
及
び
実
務
の
観
点
か
ら
」
に
お
け
る
講
演
者
か
らの提供資料（二〇一〇年七月九日）
－金順殷（二〇一〇ａ）
「韓日地方分権政策の比較分析」
－金順殷（二〇一〇ｂ）
「参与政府と李明博政府の地方分権の比較・評価」
－金順殷（二〇一〇ｃ）
「地方分権の現況」
・政府革新地方分権委員会（二〇〇五）
﹃参与政府の地方分権（百書４）
﹄
・政府革新地方分権委員会（二〇〇七）
﹃２００７
　
参与政府の革新と分権﹄
・チェソンイ・
チェビョンデ（二
〇一二年九月
）「中央
－地方政府間の
役割分担に対
する推移分析～
一九九一年以
後さる二〇年
間の事務配分を中心に～」
﹃韓国地方自治学会報﹄第二四巻第三号（通巻七九号）
・ソン
ヒジュ
ン（二〇一
二）
「李明
博政府
の地方
分権政
策の成果
と課題
～地方
分権を
中心に～」
韓国地
方政府
学会﹃春季
学術大
会セミナー資
料﹄
・地方移譲推進委員会（二〇〇六年五月）
「第３期
　
成果と地方移譲発展方向セミナー」
・地方行政研修院・市道公務員教育院（二〇一三）
﹃地方自治制度﹄
・地方分権促進委員会（二〇一 ）
﹃第２期
　
地方分権促進委員会・地方分権百書﹄
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・ホフン（二〇〇八）
「参与政府の地方分権の推進過程及び成果と限界分析」
﹃韓国地方自治研究﹄第
10巻第一号
《その他
：法令や統計資料など》
・行政安全部（二〇一二）
﹃２０１２
　
行政安全統計年報﹄
・安全行政部（二〇一三）
﹃自治法規・立法実務﹄
・﹃地方自治法﹄
（二〇一四年一月二一日改正）
・﹃中央行政権限の地方移譲促進などに関する法律﹄
（一九九九年一月二九日制定）
・﹃地方分権特別法﹄
（二〇〇四年一月一六日制定）
・﹃地方分権促進に関する特別法﹄
（二〇〇八年二月二九日）
・﹃地方分権及び 行政体制改編に関する法律﹄
（二〇一三年五月二八日）
・地方自治発展委員会
H
P （
http://w
w
w
.clad.go.kr/ ）
（
1）　
中
央
と
地
方
の
事
務
配
分
の
割
合
の
推
移
を
み
る
と、
一
九
九
四
年
の
七
五
％
対
二
五
％
か
ら
二
〇
〇
二
年
に
は
七
三
％
対
二
七
％
へ、
そ
し
て、
二
〇
〇
九
年
に
は
七
二
％
対
二
八
％
と、
地
方
事
務
の
割
合
が
増
加
し
た。
一
方、
地
方
財
政
自
立
度
を
見
る
と、
去
る
二
〇
年
間
に
わ
た
っ
て
下
落
し
つ
づ
け、一
九
九
二
年
の
六
九・六
％
か
ら
二
〇
一
一
年
に
は
五
一・九
％へ
と、
一
七・七
ポ
イ
ン
ト
も下
落
し
て
い
る。
中
央
政
府
対
地
方
政
府
の
財
政
規
模
の
割
合
も、
二
〇
一
〇
年
か
ら
地
方
消
費
税
と
地
方
所
得
税
が
導
入
さ
れ
た
も
の
の、
依
然
と
し
て
八
〇
％対二〇％を維持している。
（
2）　
二
〇
一
二
年
七
月
一
日
か
ら
出
帆
し
た
世
宗
特
別
自
治
市
は、
特
別
市・
広
域
市
や
道
と
は
異
な
っ
て、
そ
の
下
に
郡
･
市・
区
を
置
か
な
い
特
殊
な
形
態
の
広
域
自
治
体
と
し
て、
国
土
の
均
衡
発
展
の
価
値
を
実
現
し
て
首
都
ソ
ウ
ル
の
過
密
化
を
解
決
す
る
た
め
に
推
進
し
て
い
る
革新都市建設と連携される都市である。
（
3）　
二
〇
〇
六
年
七
月
一
日
に
発
足
し
た
済
州
特
別
自
治
道
は、
単
層
制
で
運
営
さ
れ
る
広
域
自
治
体
と
し
て、
そ
の
区
域
内
に
は
二
つ
の
行
政
市が置かれている。そして、行政市には地方議会が構成されず、市長は済州特別自治道知事によって任命される。
（
4）　
概括例主義（地方自治法第九条）
（
5）　
現
行
の
基
礎
的
自
治
体
が
遂
行
す
る
団
体
委
任
事
務
に
は、
国
税
及
び
道
税
徴
収
事
務、
市・
道
の
河
川
補
修・
維
持
事
務、
河
川
占
用
料
または使用料の徴収事務、生活保護事務などがある。
（
6）　
例
え
ば
選
挙、
住
民
登
録、
警
察、
地
籍、
統
計、
経
済
政
策、
各
種
認
許
可
事
務、
人
口
調
査
等（
地
方
自
治
法
第
一
〇
二
条
及
び
第
一
〇三条）
。
三八〇
（
7）　
憲
法
第
三
一
条
第
四
項
は、
教
育
の
自
主
性・
専
門
性・
政
治
的
中
立
性
及
び
大
学
の
自
律
性
は
法
律
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
保
障
さ
れ
ると規定している。
（
8）　
二
〇
〇
五
年
に
導
入
し
た
標
準
定
員
制
の
下
で
は、
地
方
公
務
員
の
定
員
管
理
に
お
い
て
行
政
需
要
の
急
激
な
増
加
に
伴
い
標
準
定
員
を
超
過
し
た
場
合、
広
域
自
治
団
体
長
を
経
て、
旧
行
政
自
治
部
長
官
の
事
前
承
認
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
た。
し
か
し、
実
際
に
は
標
準
定
員
を
超
え
て
運
用
し
て
い
る
自
治
体
が
ほ
と
ん
ど
で
あ
り、
こ
れ
ら
地
方
自
治
団
体
が
職
級
に
か
か
わ
ら
ず
一
名
の
定
員
で
も
調
整
し
よ
う
と
す
る
場
合、
必
ず
行
政
自
治
部
長
官
の
承
認
を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な
か
っ
た。
し
か
も、
総
定
員
の
策
定
変
数
と
し
て
人
口
数
と
面
積、
財
政
規
模
な
ど
が
考
慮
さ
れ
て
は
い
る
も
の
の、
こ
れ
ら
の
変
数
は
大
都
市
行
政
の
複
雑
性、
業
務
の
難
易
度、
業
務
量、
昼
間
人
口
と
夜
間
人
口
の
深
刻な差などを反映していなかったため、大都市の行政需要に弾力的な対応ができないという問題点が指摘されていた。
（
9）　
自治警
察機関＝済州特別自治道に限る、消防機関・教育訓練機関・保健診療機関・試験研究機関など。
（
10）　
韓国の地方教育財政は日本のそれと大きく異なり、地方教育財政
を教育費特別会計として別途独立させて運営している。
例
え
ば、
そ
の
財
源
構
造
を
み
る
と、
中
央
か
ら
地
方
へ
の
地
方
教
育
財
政
交
付
金
と
補
助
金、
当
該
地
方
自
治
団
体
か
ら
の
転
入
金、
そ
の
ほ
か
入
学
金、
授
業
料、
財
産
収
入
等
で
構
成
さ
れ、
地
方
一
般
財
政
か
ら
の
財
政
支
援
は
分
離
さ
れ
て
い
る（
イ
　
二
〇
一
二
：二
四
六
）。
特
に、
地
方
教
育
財
政
交
付
金
と
補
助
金
が
地
方
教
育
財
政
総
額
の
八
〇
％
以
上
を
占
め
て
お
り、
歳
出
予
算
の
面
で
は
給
与
管
理
費
と
学
校
教育費が地方教育費総額の九三％を占め る。
（
11）　
国税である付加価値税の五％を地方消費税に転換。
（
12）　
地
方
譲
与
税
と
は、
国
税
の
収
入
の
一
部
を
自
治
体
に
譲
与
し、
自
治
体
の
財
政
基
盤
を
拡
充
さ
せ
て
地
域
間
の
均
衡
発
展
を
図
る
た
め
の
財源である。
（
13）　
分
権
交
付
税
の
導
入
は、
そ
の
原
資
と
し
て
廃
止
さ
れ
た
地
方
譲
与
金
の
分
の
内
国
税
を
充
て
る
こ
と、
ま
た、
従
来
普
通
交
付
税
の
交
付
を受けていなかったソウル特別市などにも交付されるようになった（尹
　
二〇一二
：一四五）
。
（
14）　
た
だ
し、
既
述
し
た
よ
う
に、
韓
国
で
は
教
育
行
政
が
地
方
自
治
団
体
か
ら
分
離
さ
れ
て
い
る。
そ
の
た
め、
国
庫
か
ら
の
教
育
行
政
へ
の
支援（地方教育財政交付金と地方教育譲与金）は地方に対する財政調整には含まれない。
（
15）　
一
九
九
八
年
二
月
に、
治
安、
地
方
行
政、
地
方
財
政、
地
方
税、
選
挙、
土
木、
消
防
等
に
関
す
る
業
務
を
担
当
し
て
い
た
内
務
部
は
総
務
処
と
統
合
さ
れ、
行
政
自
治
部
に
な
っ
た。
そ
の
後、
二
〇
〇
八
年
二
月
の
省
庁
再
編
に
よ
り、
中
央
人
事
委
員
会、
国
家
非
常
企
画
委
員
会
と
統
合
さ
れ、
行
政
安
全
部
と
な
っ
た。
そ
し
て
二
〇
一
三
年
三
月
に
安
全
行
政
部
に
改
名
し
た。
と
こ
ろ
が、
二
〇
一
四
年
一
一
月
一
九
日、セウォル号沈没事故を契機に、安全行政部は国民安全処と人事革新処に新設・分離され、行政自治部に縮小された。
（
16）　
機
能
事
務
と
は、
行
政
機
関
が
あ
る
特
定
の
目
的
を
達
成
す
る
た
め
に
遂
行
す
る
性
質
上
同
様
で
類
似
す
る
単
位
事
務
の
集
合
体
を
指
す。
三八一
韓国における分権改革の構造と動態

（都法五十五
-
二）
一
方
単
位
事
務
と
は、
例
え
ば、
国
土
海
洋
省
所
管
の
建
設
機
械
登
録
関
連
の
事
務
は、
建
設
機
械
登
録
申
請
受
付、
登
録
の
抹
消、
建
設
機
械登録原簿作成、建設機械操縦士免許申請及び受付、取消・停止などの単位事務によって構成されている。
（
17）　
金
融
危
機
の
翌
年
に
野
党
の
候
補
者
で
あ
っ
た
金
大
中
氏
が
大
統
領
に
就
任
す
る
こ
と
に
な
る
が、
既
得
権
支
持
を
得
ら
れ
な
い
ま
ま
の、
当
選
で
あ
っ
た
た
め、
中
央
の
権
限
を
地
方
に
委
譲
さ
せ
る
こ
と
で
中
央
政
府
の
役
割
を
減
ら
し、
規
制
緩
和
と
民
営
化
を
促
進
す
る
こ
と
な
どに積極的であったという指摘もある。
（
18）　
同法第
三条に
は、
「地方
自治団体
の与件
及び能
力を考
慮し、地方
自治団
体の意
思を尊
重すべ
き、…関連
する事
務の一
切を
同
時
に
委
譲
す
る
…
住
民
の
福
利
及
び
生
活
便
宜
と
直
接
関
連
す
る
事
務
は
市・
郡・
区
に
優
先
的
に
配
分
す
る
…
市・
郡・
区
の
専
門
的・
技
術
的
能
力
を
超
え
る
又
は
地
方
自
治
法
第
一
〇
条
第
一
項
第
一
号
に
定
め
ら
れ
た
事
務
な
ど、
そ
の
業
務
の
性
格
上
市・
道
で
処
理
す
る
の
が合理的な事務は市・道に委譲する」
、と定められている。
（
19）　
地
域
経
済
の
低
迷
が
首
都
圏
集
中
問
題
か
ら
起
因
す
る
と
の
認
識
が
非
首
都
圏
の
自
治
体、
特
に
低
開
発
地
域
で
あ
り、
地
域
間
の
対
立
感
情が根強い嶺・湖南の八 を中心に広く共有されていた。
（
20）　
こ
の
委
員
会
の
名
称
に
は、
地
方
分
権
と
政
府
革
新
を
緊
密
に
連
携
し
よ
う
と
の
参
与
政
府
の
意
志
が
反
映
さ
れ
て
い
る。
す
な
わ
ち、
地
方分権を通じ、
「政府革新」を図っていく（地方分権促進委員会
　
二〇一二
：三二）
。
（
21）　
地方分権ロードマップは、閣議や国会で議決などの手順を踏まなかったという点で、実質的に法的拘束力を持なかった。
（
22）　「先分権・後補完の原則」は地方自治団体と市民社会に
対する信頼を十台に地方分権によって問題が発生する可能性が存
在
す
る
場
合
に
も
ま
ず
分
権
措
置
を
と
り、
発
生
し
た
後
の
副
作
用
を
地
方
自
治
団
体
と
市
民
社
会
が
保
管
す
る
よ
う
に
す
る
こ
と
で
あ
る。
これに
対して、
「補完
性の原
則」は
機能配
分の原
則で、住
民の生
活と近
い政府
に事務
及び機
能の優
先的管
轄権を
認める
とい
うこ
とで
あ
る。こ
れは、
事務
の管
轄権
に
対す
る立
証責
任に
関わ
る重
要な
点で
ある。
最
後に、
「包
括性
の
原則
」は
こ
れま
で進
め
ら
れ
て
き
た
単
位
事
務
中
心
の
断
片
的
事
務
委
譲
作
業
が
持
つ
限
界
を
克
服
す
る
た
め、
中・
大
規
模
事
務
を
包
括
的
に
委
譲
す
る
と
い
う
ことである（趙
　
二〇〇七
：五四）
。
（
23）　
参
与
政
府
は、
政
権
発
足
当
初、
中
央
－地
方
政
府
間
の
事
務
配
分
の
割
合
を
六
対
四
に
調
整
す
る
と
い
う
目
標
を
掲
げ
て
い
た（
チ
ェ・
チェ
　
二〇
一二
：九）
。結
果的
に当
初の
目標
には
至ら
なか
った
が、総
事務
に占
める
地方
事務
の比
重は、
二〇
〇二
年の
二七
％
から政権の終わりの年である二〇〇七年には三三・一％と、約六ポイント上がった（ソ
　
二〇一一
：二九）
。
（
24）　
大統領所属政党（中央政府）と地方自治体の首長（地方政府）が所属している政党が一致してい い場合を指す。
（
25）　
参
与
政
府
が
提
出
し
た
自
治
警
察
法
案
の
主
な
内
容
を
見
る
と、
市・
群・
区
に
自
治
警
察
機
構
を
創
設
し、
地
域
交
通、
生
活
安
全
な
ど
住民
生活
重臣
の治
安行
政を
担わ
せる
こと
にし
てい
る。そ
して、
自治
警察
の身
分は
特定
職公
務員
とし、
「広
域治
安需
要へ
の効
三八二
率
的
対
応
」
と
い
う
現
国
家
警
察
制
の
利
点
を
維
持
す
る
と
い
う
国
家
警
察
と
自
治
警
察
の
二
元
的
体
制
に
よ
る
運
用
を
図
っ
た。
ま
た、
自
治警
察と
国家
警察
の相
互間
の業
務の
協調
のた
め、
「市
道治
安行
政委
員会
」及
び「市
郡区
地域
治安
協議
会」
を設
置し、
その
財
源は制度定着まで地方交付税、国庫補助金、罰則金などで確保し、国家が一定部分を支援するとしている。
（
26）　
機
能
分
離
の
原
則、
包
括
性
の
原
則、
補
完
性
の
原
則、
差
等
分
権
の
実
施
な
ど
が
参
与
政
府
と
李
明
博
政
府
の
下
で
同
時
に
制
度
化
さ
れ
た。
し
か
し、
参
与
政
府
は
先
分
権・
後
補
完
を
強
調
し
た
が、
李
明
博
政
府
の
下
で
は、
先
分
権・
後
補
完
の
原
則
は
取
り
上
げ
ら
れ
な
か
った。
（
27）　
参
加
す
る
と
い
う
側
面
で
は、
参
与
政
府
が
よ
り
広
範
に
行
わ
れ
た。
例
え
ば、
地
方
委
譲
事
務
を
発
掘
し
た
り、
地
方
分
権
の
課
題
を
推
進
す
る
作
業
は、
関
係
中
央
行
政
機
関、
地
方
政
府、
地
方
政
府
の
四
団
体
協
議
会、
政
治
家、
学
者、
市
民
団
体、
利
益
団
体
な
ど
の
参
加
を
通
し
て
行
わ
れ
る。
全
国
的
な
巡
回
セ
ミ
ナ
ー
や
市
民
団
体
の
参
加
が
非
常
に
積
極
的
に
行
わ
れ
て
い
た。
し
か
し、
李
明
博
政
府
下
で
は
そのようなプロセスは、あまり見当たらない。
（
28）　
地
方
自
治
発
展
委
員
会
は、
委
員
長
一
人
と
副
委
員
長
二
人
を
含
む、
二
七
人
の
委
員
に
構
成
さ
れ、
委
員
の
任
期
は
二
年
で、
当
然
職
委
員（
三
名
＝
安
全
行
政
部
長
官、
企
画
財
政
部
長
官、国
務
調
整
室
長
）
と
委
嘱
職
委員（
委
嘱
職
：二
四
名
＝
大
統
領
六、国
会
議
長
一
〇、
地方四大協議体八）に区分される。そして、以下の事項を審議・議決すると定められている。
　
・地方自治発展総合計画の樹立及び年度別施行計画の樹立に関する事項
　
・
権
限
移
譲
及
び
事
務
区
分
体
系
の
整
備、
特
別
行
政
機
関
の
整
備、
地
方
財
政
の
拡
充
及
び
健
全
性
の
強
化、
地
方
議
会
の
活
性
化
と
地
方
選
挙制度の改善、住民参加の拡大、自治行政力量の強化、国家と地方自治体団体の協力体制の構築に関する事項
　
・上記事項の点検及び評価に関する事項
　
・地方自治団体の統合のための基準・統合方案・調整に関す
る事項
　
・統合地方自治団体に対する国家の支援及び住民の意見収斂に関する事項
　
・邑・面・洞の住民自治機構 設置、機能及び運営に関する事項
　
・中央行政機関の長の地方自治関連法令 制・改正時の意見提出に関する事項
三八三
韓国における分権改革の構造と動態

（都法五十五
-
二）
